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令和7年度「横浜オープンカンパニー・キャリアセミナー」業務 募集要領 

 

１ 本プロポーザルについて 

（１）件名  

令和7年度「横浜オープンカンパニー・キャリアセミナー」業務 

（２）履行期間  

契約締結日から２０２６年３月３１日まで 

（３）履行場所  

横浜商工会議所（以下、当所）が指定する場所 

（４）業務概要 

ア 業務目的 

当所では、人口減少・少子高齢化などの構造的な要因に、コロナ禍からの経済回復等により、一段と深刻化

している人手不足の中、学生の市内企業・業界への理解を促進し、将来の人材確保を図ることを目的として、

市内に本社・事業所を置く企業が参加する地域特化型のオープンカンパニー・キャリアセミナーである「横浜

オープンカンパニー・キャリアセミナー」を実施します。 

イ 業務内容  

「令和7年度『横浜オープンカンパニー・キャリアセミナー』業務委託仕様書」のとおり。 

 

２ プロポーザル参加資格 

このプロポーザルに参加を希望するものは、次の条件をすべて満たさなければなりません。 

（１）新規大学卒業予定者等や一般求職者を対象としたイベントを企画・運営・実施した実績があること。 

（２）企業の採用活動や学生の就職活動に関する業務実績があること。 

（３）法人格を有する者。 

（４）会社更生法（平成１４年法律第１５４号）に基づく更正手続開始の申立がなされていない者又は民事再生

法（平成１１年法律第２２５号）に基づく再生手続開始の申立がなされていない者 

（５）法人又はその代表者が横浜市税、法人税、消費税及び地方消費税を滞納していない者 

（６）神奈川県暴力団排除条例（平成２２年神奈川県条例第７５条）第２３条第１項又は第２項の規定に違反し

ない者 

 

３ 提案者を特定するための評価基準 

（１）事業目的の理解 

事業目的を十分に理解し、仕様書の趣旨に沿った内容であるか。 

（２）企画提案の内容 

ア 意欲的であるか（事業に対する意欲が高いか。） 

イ 独創性があるか（事業者の特性・特徴を生かした創意・工夫のある提案内容であるか。） 

ウ 実現可能性があるか（取組内容・規模・スケジュール等は適切であるか。） 

（３）知識、能力、実績 

新規大学卒業予定者等や求職者を対象としたイベント及び企業の採用活動や学生の就職活動に関する業務

実績並びに知識・ノウハウを有するか。 
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（４）事業実施体制  

実現可能な計画の提案、事業実施に必要なスタッフの確保ができるか。 

（５）企画内容と見積書の整合性 

仕様書の内容が反映されているか。提案内容の見積もりのバランスが取れているか。 

（６）会員企業 

当所の会員企業であるか。 

 

４ プロポーザル参加資格の喪失 

次の各号のいずれかに該当するときは、プロポーザル参加資格を喪失します。 

（１）開札前に２の各号のいずれかの条件を欠いたとき。 

（２）提出書類等に虚偽の記載をしたとき。 

（３）提出期限、提出先、提出方法に適合しないとき。 

（４）記載すべき事項の全部又は一部が記載されていないとき。 

 

５ 企画提案書等の提出 

（１）提出期間・場所 

受付期間：２０２５年６月２３日（月）～７月４日（金） 

受付時間：午前９時～午後５時（祝祭日及び正午～午後１時を除く） 

提出場所：〒231-8524 横浜市中区山下町2 産業貿易センタービル 8F 

横浜商工会議所 経済政策部 政策課 

（２）提案書の提出方法 

当所への持参（郵送は不可） 

  ※当所への持参をもって本プロポーザルに申し込んだものとみなします 

（３）提出書類 

ア 企画提案書（様式自由） ７部 

・Ａ４版縦横どちらでも構いません。 

・表紙を除いて10ページ以内で作成してください。 

・散逸しないような形で綴ってください。 

イ 見積書（様式自由） ７部（原本以外はコピーでも可） 

※見積書に記載する金額は、消費税及び地方消費税額を抜いた金額がわかるように記載をお願いします。 

ウ 企業概要（パンフレット等）７部 

 

６ 審査結果の通知 

審査結果は、当所内に設置したプロポーザル評価委員会の評価結果により、「審査結果通知書」を２０２５年 

７月上・中旬頃に提案各者に郵送または電子メールで通知します。 

 

７ その他  

（１）事業概算額（参考） 

１５，０００，０００円（消費税額及び地方消費税額を含む） 

※提案額が事業概算額を超過している場合は失格となります。 
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※消費税額及び地方消費税額の算出について、1 円未満の端数があるときは、その端数金額を切り捨てた

金額を消費税額及び地方消費税額とします。 

（２）書類作成及び提出に係る一切の費用は、参加者の負担とします。 

（３）提出された企画提案書等は、返却いたしません。 

（４）契約手続において使用する言語及び通貨は、日本語及び日本国通貨に限ります。 

 


